
別添様式２

（都道府県名：茨城県）
１．成果目標（増頭羽数効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事
業のうち、都
道府県が事
業実施主体

へ改善指導を
必要とした事

業数

地方農政局
等から都道府
県計画の改
善指導の必
要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２７年度 2 0 2 334% 0 無

平均目標達成が334％であり計
画以上の事業効果が出ている。
今後も両市を通じ，事業主体に
対し適正な飼養管理を行うよう指
導する。

県の成果目標の平均達成率は、
334%であり、目標は達成されて
いる。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事
業のうち、都
道府県が事
業実施主体

へ改善指導を
必要とした事

業数

地方農政局
等から都道府
県計画の改
善指導の必
要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

注１：事業実施数は、事業を実施した取組主体数を計上すること。

 　２：評価対象事業数は、報告年度において、成果目標(増頭羽数効果）又は事業実施後の評価（収益性の向上効果）の評価対象となる事業数（取組主体数）を計上すること。

 　３：２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）は、目標年度の翌年度に評価報告があったときのみ記載する。

　 ４：目標の平均達成率は、都道府県において実施した各事業(取組主体）で掲げている成果目標又は事業実施後の効果の達成率の平均値とする。

畜産競争力強化対策整備事業の評価結果



別添様式２

（都道府県名：栃木県）
１．成果目標（増頭羽数効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事
業のうち、都
道府県が事
業実施主体

へ改善指導を
必要とした事

業数

地方農政局
等から都道府
県計画の改
善指導の必
要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２７年度 2 0 2 117% 0 無

両協議会とも、目標達成率が
100%を超えており､計画どおり事
業効果が出ている。今後も、事
業実施主体に対し適正な管理を
行うよう鋭意指導を行い、良好な
成績の維持を図る。

県の成果目標の平均達成率は、
117%であり、目標は達成されて
いる。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事
業のうち、都
道府県が事
業実施主体

へ改善指導を
必要とした事

業数

地方農政局
等から都道府
県計画の改
善指導の必
要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

注１：事業実施数は、事業を実施した取組主体数を計上すること。

 　２：評価対象事業数は、報告年度において、成果目標(増頭羽数効果）又は事業実施後の評価（収益性の向上効果）の評価対象となる事業数（取組主体数）を計上すること。

 　３：２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）は、目標年度の翌年度に評価報告があったときのみ記載する。

　 ４：目標の平均達成率は、都道府県において実施した各事業(取組主体）で掲げている成果目標又は事業実施後の効果の達成率の平均値とする。

畜産競争力強化対策整備事業の評価結果



別添様式２

（都道府県名：群馬県）
１．成果目標（増頭羽数効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事
業のうち、都
道府県が事
業実施主体

へ改善指導を
必要とした事

業数

地方農政局
等から都道府
県計画の改
善指導の必
要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２７年度 2 0 2 180% 0 無

成果目標以上の事業効果が出
ている。今後も適正な管理に取り
組んでいくよう、進捗管理等を確
認しながら、関係者で支援すると
ともに指導していきたい。

県の成果目標の平均達成率は、
180%であり、目標は達成されて
いる。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事
業のうち、都
道府県が事
業実施主体

へ改善指導を
必要とした事

業数

地方農政局
等から都道府
県計画の改
善指導の必
要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

注１：事業実施数は、事業を実施した取組主体数を計上すること。

 　２：評価対象事業数は、報告年度において、成果目標(増頭羽数効果）又は事業実施後の評価（収益性の向上効果）の評価対象となる事業数（取組主体数）を計上すること。

 　３：２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）は、目標年度の翌年度に評価報告があったときのみ記載する。

　 ４：目標の平均達成率は、都道府県において実施した各事業(取組主体）で掲げている成果目標又は事業実施後の効果の達成率の平均値とする。

畜産競争力強化対策整備事業の評価結果



別添様式２

（都道府県名：長野県）
１．成果目標（増頭羽数効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道府
県が事業実施
主体へ改善指
導を必要とした

事業数

地方農政局
等から都道
府県計画の
改善指導の
必要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２７年度 4 0 4 77% 2 有

県平均達成率は77％と低調で
あったものの、うち酪農２地区
は、目標達成率が120％を超え
目標を達成できており、飼養頭
数が増加したことで乳量と所得
が増加し収益性が向上してい
る。未達成の２地区については、
既に収益性の向上効果は出てい
る地区もあるが、各事業実施主
体に対し、それぞれ目標を達成
するまで、個別指導と、定期的な
状況確認を行う。

県の成果目標の平均達成率は
77％であり、目標は達成されて
いない。
このため、県に対して、目標を達
成できていない事業実施主体に
対して継続的な指導を実施する
とともに、改善措置を求める。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
ア－イ

目標の
平均達成率

評価対象事業
のうち、都道府
県が事業実施
主体へ改善指
導を必要とした

事業数

地方農政局
等から都道
府県計画の
改善指導の
必要の有無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

注１：事業実施数は、事業を実施した取組主体数を計上すること。

 　２：評価対象事業数は、報告年度において、成果目標(増頭羽数効果）又は事業実施後の評価（収益性の向上効果）の評価対象となる事業数（取組主体数）を計上すること。

 　３：２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）は、目標年度の翌年度に評価報告があったときのみ記載する。

　 ４：目標の平均達成率は、都道府県において実施した各事業(取組主体）で掲げている成果目標又は事業実施後の効果の達成率の平均値とする。

畜産競争力強化対策整備事業の評価結果


